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６
兆
円
（
前
年
同
月
末
比
31
・
０
兆
円

増
、
５
・
５
％
増
）
と
な
っ
て
い
る
。

　

主
な
内
訳
を
前
年
同
月
末
比
で
見
る

と
、
金
銭
信
託
が
95
・
７
兆
円
と
１
・

８
兆
円
増
、
年
金
信
託
が
42
・
０
兆
円

と
０
・
６
兆
円
減
、
投
資
信
託
が
１
１

１
・
１
兆
円
と
８
・
１
兆
円
増
、
再
信

忠
実
義
務
・
分
別
管
理
義
務
で
あ
る
。

　

さ
ら
に
、
信
託
銀
行
等
が
受
託
者
の

場
合
、
受
益
者
等
を
保
護
す
る
観
点
か

ら
、
信
託
法
で
課
せ
ら
れ
る
義
務
等
に

加
え
て
、
信
託
業
法
や
金
融
機
関
の
信

託
業
務
の
兼
営
等
に
関
す
る
法
律
、
金

融
商
品
取
引
法
な
ど
に
基
づ
く
当
局
の

監
督
を
受
け
る
こ
と
に
な
る
。

　

信
託
法
に
お
け
る
主
な
受
託
者
の
義

務
の
内
容
は
、
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

・
善
管
注
意
義
務

　

信
託
の
目
的
に
従
っ
て
「
善
良
な
管

理
者
の
注
意
」
を
も
っ
て
信
託
財
産
の

管
理
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
信
託

法
29
条
２
項
）。

・
忠
実
義
務

　

受
益
者
の
た
め
忠
実
に
信
託
財
産
の

管
理
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
信
託

法
30
条
）。

っ
て
い
る
。

②
資
産
管
理
型
信
託

　

資
産
管
理
型
信
託
は
、
受
託
者
が
委

託
者
や
投
資
顧
問
業
者
等
か
ら
の
指
図

に
基
づ
い
て
資
産
の
管
理
を
行
う
も
の

で
、
主
な
も
の
と
し
て
、
投
資
信
託
な

ど
が
あ
る
。
信
託
財
産
額
は
、５
９
２
・

わ
れ
て
い
る
。

①
信
託
財
産
の
独
立
性
（
倒
産
隔
離
機

能
と
も
言
わ
れ
る
）

　

信
託
財
産
は
、
原
則
と
し
て
、
受
託

者
、
委
託
者
の
倒
産
等
の
影
響
を
受
け

な
い
。
例
え
ば
、
受
託
者
が
破
産
手
続

等
の
開
始
決
定
を
受
け
た
場
合
で
あ
っ

て
も
、
信
託
財
産
は
破
産
財
団
等
に
属

し
な
い
（
信
託
法
25
条
）。

　

ま
た
、
委
託
者
や
受
託
者
に
対
す
る

債
権
者
は
、
信
託
財
産
に
対
し
て
、
強

制
執
行
等
を
行
う
こ
と
が
で
き
な
い

（
信
託
法
23
条
）。

②
受
託
者
責
任

　

受
託
者
は
信
託
財
産
の
名
義
人
と
な

る
こ
と
か
ら
、
信
託
法
に
お
い
て
、
さ

ま
ざ
ま
な
義
務
が
課
せ
ら
れ
て
い
る
。

そ
の
中
で
も
、
最
も
重
要
な
義
務
と
言

わ
れ
て
い
る
の
が
、
善
管
注
意
義
務
・

託
が
２
６
１
・
８
兆
円
と
16
・
５
兆
円

増
と
な
っ
て
い
る
。

③
資
産
流
動
化
型
信
託

　

資
産
流
動
化
型
信
託
は
、
資
産
の
流

動
化
を
図
り
、
原
資
産
所
有
者
が
資
金

調
達
を
行
う
た
め
の
も
の
で
、
金
銭
債

権
の
信
託
、
不
動
産
の
信
託
が
あ
る
。

信
託
財
産
額
は
、
58
・
５
兆
円
（
前
年

同
月
末
比
１
・
５
兆
円
減
、
２
・
５
％

減
）
と
な
っ
て
い
る
。

　

主
な
内
訳
を
前
年
同
月
末
比
で
見
る

と
、
金
銭
債
権
の
信
託
（
貸
付
債
権
、

売
掛
債
権
の
信
託
な
ど
）
が
32
・
５
兆

円
と
１
・
９
兆
円
減
、
不
動
産
の
信
託

が
25
・
３
兆
円
と
０
・
４
兆
円
増
と
な

っ
て
い
る
。

　

な
お
、
資
産
流
動
化
型
信
託
は
、
金

融
機
関
、
企
業
の
財
務
の
改
善
や
資
金

調
達
の
方
法
と
し
て
利
用
さ
れ
て
お
り
、

・
分
別
管
理
義
務

　

信
託
財
産
に
属
す
る
財
産
と
固
有
財

産
（
受
託
者
自
身
が
保
有
し
て
い
る
財

産
）
や
他
の
信
託
財
産
に
属
す
る
財
産

と
分
け
て
管
理
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

（
信
託
法
34
条
）。

　

こ
の
ほ
か
に
も
、
受
託
者
に
は
、
公

平
義
務
（
信
託
法
33
条
）、
信
託
事
務

処
理
を
委
託
し
た
場
合
に
お
け
る
第
三

者
の
選
任
・
監
督
義
務
（
信
託
法
35
条
）、

帳
簿
等
の
作
成
・
報
告
お
よ
び
保
存
の

義
務
（
信
託
法
37
条
）
等
の
さ
ま
ざ
ま

な
義
務
が
課
さ
れ
て
い
る
。

信
託
の
受
託
状
況

　

信
託
協
会
で
は
、
信
託
の
受
託
状
況

に
つ
い
て
、
信
託
財
産
の
種
類
に
よ
る

分
類
の
ほ
か
、
信
託
の
機
能
に
着
目
し

金
銭
債
権
の
信
託
は
、
金
融
機
関
が
保

有
す
る
貸
付
債
権
や
企
業
が
保
有
す
る

売
掛
債
権
を
流
動
化
す
る
た
め
に
、
不

動
産
の
信
託
は
、
信
託
機
能
を
活
用
し

て
不
動
産
の
流
動
化
を
行
う
た
め
に
利

用
さ
れ
て
い
る
。

　

信
託
財
産
の
総
額
は
、
平
成
25
年
４

月
以
降
も
増
加
を
続
け
、
平
成
25
年
８

月
末
で
８
１
２
兆
円
と
な
り
、
平
成
20

年
５
月
末
の
８
０
６
兆
円
を
超
え
る
過

去
最
高
水
準
と
な
っ
て
お
り
、
さ
ま
ざ

ま
な
分
野
で
信
託
の
活
用
が
進
ん
で
い

る
。新

し
い
信
託
の
活
用
例

　

平
成
18
年
の
信
託
法
改
正
（
以
下
、

「
改
正
信
託
法
」）
に
よ
り
、
受
託
者
の

義
務
の
合
理
化
や
、
受
益
者
の
権
利
行

た
信
託
の
機
能
別
分
類
に
基
づ
く
計
数

を
、
３
月
末
お
よ
び
９
月
末
に
公
表
し

て
き
て
い
る
。

　

平
成
25
年
３
月
末
に
お
け
る
信
託
の

受
託
概
況
の
ポ
イ
ン
ト
は
、
次
の
と
お

り
で
あ
る
（
図
表
２
）。

①
資
産
運
用
型
信
託

　

資
産
運
用
型
信
託
は
、
受
託
者
自
ら

の
裁
量
に
よ
り
資
産
の
運
用
を
行
う
も

の
で
、
合
同
運
用
指
定
金
銭
信
託
な
ど

の
金
銭
信
託
、
有
価
証
券
の
信
託
な
ど

が
あ
る
。
信
託
財
産
額
は
、
１
２
１
・

７
兆
円
（
前
年
同
月
末
比
４
・
８
兆
円

増
、
４
・
１
％
増
）
と
な
っ
て
い
る
。

　

主
な
内
訳
を
前
年
同
月
末
比
で
見
る

と
、
金
銭
信
託
が
27
・
６
兆
円
と
０
・

７
兆
円
減
、
年
金
信
託
が
35
・
８
兆
円

と
２
・
０
兆
円
増
、
有
価
証
券
の
信
託

が
53
・
２
兆
円
と
４
・
３
兆
円
増
と
な

FPが知っておきたい「信託」大事典特集 これだけは押さえておきたい「信託のキホン」

図表１　信託の仕組み

信託利益の
給付

善管注意義務
　　忠実義務
分別管理義務など

信託契約・
遺言

信託目的の
設定・
財産の移転

管理・処分

監視・監督権

信託財産

委託者 受益者

受託者

※１　信託財産は、金銭、有価証券、不動産などです。
※２　受託者は、信託銀行や地方銀行などの信託業務を兼営している金融

機関や信託会社などです。
（信託協会ホームページより転載）
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